
１．運営費交付金収益の計上基準

２．減価償却の会計処理方法

（１）有形固定資産(リース資産を除く)

  定額法を採用しております。なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ６年～５０年

構築物 １０年～５０年

＜注記＞

重要な会計方針

　当該事業年度より、改訂後の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」
（平成２７年１月２７日改訂）並びに「独立行政法人会計基準及び独立行政法人会計基準注解に関
するＱ＆Ａ」（平成２８年２月改訂）（以下、独立行政法人会計基準等という）を適用して、財務
諸表等を作成しております。
「独立行政法人会計基準」第４３（注解３９）の規定については、「独立行政法人通則法の一部を
改正する法律」の附則第８条により経過措置を適用しております。
「独立行政法人会計基準」第８１（注解６０、注解６１）の規定については、経過措置を適用して
いることから、改訂前の第８１（注解６０）を適用しております。

　収益化単位の業務及び管理部門の活動ごとの見積り費用と実績費用の管理体制を構築することに
一定の期間を要するため、経過措置を適用し、費用進行基準を採用しております。

機械及び装置 ６年

航空機 ５年

航空機部品 ５年～１０年

車両運搬具 ４年～６年

工具器具備品 ４年～１５年

（２）無形固定資産(リース資産を除く)

　また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８７）の減価償却相当額については、損益外減
価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

　定額法を採用しております。
　なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいて
おります。
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（３）リース資産

　リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法を採用しております。

　・有形固定資産

　航空機(G58型)

　　円滑な学生訓練の実施に必要不可欠な訓練機（航空機）です。

　飛行訓練装置(A36型、G58型)

　　円滑な学生訓練の実施に必要不可欠な飛行訓練装置（工具器具備品）です。

　語学実習装置

　　学生教育に用いられ、パイロットとして必要な語学力の習得を図る演習装置（工具器具備品）です。

３．賞与引当金及び見積額の計上基準

４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

５．たな卸資産の評価基準及び評価方法
貯蔵品 最終仕入原価法に基づく低価法を採用しております

　 役員及び職員に対して支給する賞与については、運営費交付金により財源措置がなされるため、
賞与引当金を計上しておりません。なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与増加
見積額は、当事業年度末における引当外賞与見積額から前事業年度末の同見積額を差し引いた額を
計上しております。

　 退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は
計上しておりません。
　なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、会計基準38に基づ
き計算された退職一般金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しております。

　貯蔵品 最終仕入原価法に基づく低価法を採用しております。

６．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

（１）国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の計算方法

（２）政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

７．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲・内訳

　キャッシュ・フロー計算書における資金は、手許現金、随時引き出し可能な預金からなっております。

８．消費税等の会計処理

　消費税の会計処理は、税込方式によっております。

　当校では空港の着陸料及び航行援助施設利用料を免除されており、機会費用の算出にあたっては
一般の利用料に基づき計算しております。

　平成28 年4 月１日付け事務連絡「「マイナス金利付き量的・質的金融緩和」の導入を受けた平成
２７事業年度財務諸表における行政サービス実施コスト計算書の機会費用算定の取扱いについて
（留意事項）」(総務省行政管理局、財務省主計局法規課公会計室)に基づき、0%で計算しておりま
す
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貸借対照表の注記

  運営費交付金から充当されるべき退職手当の見積額 378,698,116円

  運営費交付金から充当されるべき賞与の見積額 40,917,809円

損益計算書の注記

キャッシュ・フロー計算書の注記
  資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

  現金及び預金　　　　511,792,312円

行政サービス実施コスト計算書の注記
　引当外退職給付増加見積額のうち、△144,915,761円については国からの出向職員に係るもので
す。

　ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は7,748,194円であり、当該影響額を除いた当期
総利益は83,906,024円です。
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金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

　当法人は、資金運用については原則短期的な預金に限定しております。

２．金融商品の時価等に関する事項

　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
（単位：円）

貸借対照表計上額 時価 差額

（１）現金及び預金 511,792,312 511,792,312
－

（２）未収金 14,893,549 14,893,549 －
（３）未払金 (445,757,862) (445,757,862) －
（）は負債計上

（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項

（１）現金及び預金
　すべて短期であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（２）未収金

　すべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

（３）未払金

　すべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

賃貸等不動産に関する注記
　該当ありません。

固定資産の減損処理に関する注記
　該当ありません。

重要な債務負担行為
　該当ありません。

重要な後発事象
　該当ありません。
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